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要旨：国民経済計算統計と乗数加速度 model を出発点として、prototype 作成、calibration、simulation を経て、資

本係数、追加需要、資本変動の予測を基本的 output とするひとつのSD model を提示する。これらの output の正

しい利用法を含む方法論上の議論とともに、提示されたmodelの意義について論じ、危機を乗り切るためのmental 
modelの改訂を示唆する。∗ 
 
１．問題の設定 
１．１ 危機の時代 
 1970年代後半にSystem Dynamics Group がnational model の研究を始めたとき、世界経済は危機と言われてい

た。経済成長を政策の基調としたmacroeconomic model が、formal もmental も込めて、危機の時代に相応しくな

いと考えられたことが、SD modeling & simulationへの需要を弥が上にも高めたのである。当時、世界同時不況の

只中にあって、西独と共に二国のみ世界経済の牽引車と呼ばれた日本は、技術革新に裏付けられた強い競争力と

成長性の故に、却って、この需要を摂り損ねたと言える。それ以後、世界経済は決して危機を克服しては居らず、

日本経済も再三にわたって逆境に陥ったが、21世紀初頭の構造改革においてさえ、1945年以来何度も経済的困難

を乗り越えて来たではないかという、ある種の伝統的共有感覚の故でもあろうか、national modelの改訂は学会の

主要な theme となるに到らなかった。今漸く、30 年の遅れを経て、日本 chapter としての研究が緒についたばか

りであるが1、危機の認識が modeling 自体の見直しにおよぶほどの深刻な不況を抱えている今日の状況を反映し

たものとも言い得る。危機の時代を、多重 loop 構造として記述される system の動学的帰結として理解すること

を支援し、危機を乗り切る政策研究に裨益するよう、macroeconomic modelを、formalもmentalも込めて改訂する

ことは、正しく system dynamics の今日的課題であると言うことができる。 
 本稿の目的は、この課題と取り組む議論のための出発点として、ひとつの system dynamics modelを示すことで

ある。ただし、それは概念的な理論上の操作に終始するのではなく、過去 30 数年間の危機の時代（1970～2007
年）における国民経済の統計 data と両立し得るものとして提示されなければならない。かつて Forrester のWorld 
Dynamicsは「dataなき計測」と揶揄された2。それに対する反論とともに、ここではこの議論には触れることなく、

代わりに「dataある計測」のSD modelingを例示することによって代替案を示すことを試みる。 
１．２ 方法論の問題 
 国民経済をSD modeling & simulationによって議論するためには、一国の経済を closed model として建てること

が要求される。このことは一国の経済が closed economyであると主張することを意味しない。いかなる国の経済

                                                  
∗ 謝辞：匿名査読者諸兄に謝意を表する。 
1 『システムダイナミックス』No.4（2005年）に日本経済モデル研究分科会「SDによる日本経済モデルの検証」が特集されている。 
2  揶揄したのはNordhaus [9]である。反論はForrester [5]を参照のこと。. 
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も、国境を越えた資源移動によって常に開かれているという意味でopen systemであるが、その故を以て、唯一個

のThe World Model以外はすべて closed modelになり得ないなどということはない。この種のholismに対する批

判は常に存在するのであるが、本稿で取り扱う closed性は、feedback構造がもたらす動学的変動性を system内の

各種遅れがいかに増幅するかを観察する上で、必要とされる境界条件の設定、という以上の意味をもたない。こ

の点に関し方法論上の議論に深入りすることを避けるために、具体例を述べてこの節を閉じておくことにする。 
 例えば：図1の因果 loop図の左半分は閉じた loopになっているが、右半分は閉じていない。これが適正在庫 
                        水準がmodel外部で決定された場合の調整と遅れのmodel 
                        として提示される場合には、それは closed modelであると 
                        言える。ただし、適正在庫水準はこの systemにとっての 
                        環境に属する受注の如何によって常に変化するものである 
                        から、それは同時にopen systemであると言える。 
                         したがって、これが受注による発注の決定modelとして 
                        提示される場合には、このmodelでは十分ではないと言わ 
                        なければならない。そこでSD approachは更に因果 loopを 
                        検討せよと示唆するのである。この示唆を「modelが closed 
        図１  因果 loop 図         になっていない」と表現する。省略部分を起こせば「受注

が発注を決定するmodelとして closed modelになっていないからSD modelとして提示するには資格十分でない」

と示唆していることになる。その場合も、左半分の調整と遅れのmodelとしての closed性は依然として保持され

ているのである3。 

 一国の経済は open system であるが、これを国外需要がいかに国内総生産を決定するかのmodel として建てる

のではなく、消費・投資の決定が資本の自律的変動を導く stock・flow構造に於いて、耐用年数・資本係数・調整

期間等々といった指数遅れparameterが、いかにその変動性を増幅し、経済の成長・減衰によってもたらされる危

機に干渉するかを議論するためのmodeling & simulationを実施する用具として建てるのであれば、ひとつの closed
なmodelとして示し得る。本稿はこのことを実例を以て示すための試みであると言うこともできる。 
 
２．macro経済modelの作成               表１ 日本の国内総生産 
 本稿のmacro経済modelの 
提示は、SD最大のmeritであ 
る transparencyを最大限に引き 
出すために、その作成手順に 
したがって示すことにする。 
手順は以下のとおりである： 
 Step 1 統計dataの収集 
 Step 2 prototype作成 
 Step 3 calibration 
 Step 4 model提示 
 Step 5 simulation 
２．１ 統計dataの収集 
 一国経済の集計量のdataは 
政府の公式統計が容易に手に入 
る。政府発表を鵜呑みにするこ 
とは必ずしも科学的な態度とは 
言えないが、不信をいだくべき 
特段の事情がある訳ではない。 
いずれ、日本以外の各国経済に 
も同じmodelを適用して理論を 
実証する手続きを踏まなければならないので、同じ基準で集計化された国際比較可能な data が必要となるから、

                                                  
3 調整と遅れのmodelについては小林[16]を参照のこと。 
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日本経済のみを取り扱う場合であっても、統計は世界標準である方が望ましい。この要求によりここではOECD
統計を用いることとした。表 1 の総生産 data は 1970～2007 年の国民支出に基づくもので、各年価格で測られて

いる。単位は百万円。出典はOECD統計をhttp://stats.oecd.org/WBOS/index.aspxよりExcel表形式でdownloadした

ものである。 
 表1のdataを tableの縦軸として与え、table関数として読み込み、plotさせると図2(a)のような折れ線graphが 
                             得られる。方程式は次のとおり： 
                             A 生産=TABLE(総生産,TIME,1970,2007,1) 
                             A 消費=TABLE(民間消費,TIME,1970,2007,1) 
                             A 投資=TABLE(設備投資,TIME,1970,2007,1) 
                             N TIME=1970 
                             PLOT 生産,消費,投資 
                             SPEC DT=.25/LENGTH=37/PRTPER=1/PLTPER=.25 
                              DT=0.25としたことにより、元々は年data 
                             であったにも拘わらず、途中を線形補間して 
                             四半期毎に年間 flowをplotしている。 
                              これはSDでdataを取り扱う場合のひとつの 
                             特色と言えるものであるが、単位時間は飽くま 
                             で年であることに注意しなければならない。 
     図 2(a) GDP 民間消費 設備投資 1970～2007 各年価格   かつて、小林[17](2005)は 2001 年までのこれ

と同じ統計を用いて、生産と利子率と物価とを内生化させたSD modelにより21世紀日本経済を展望したが、そ

こでは政策変数である通貨供給量を成長率に合わせて増加させるという simulation 上の便宜的措置が採られてい

る。さらに、IS曲線とLM曲線の交点へと向けての生産と利子率の調整が、指数遅れにしたがう適応的行動とな

って現れる、という仮説が恣意的に導入されている。いずれも、経済学的見地からは疑問が提出されており、詳

細な議論の進展が望まれるところであるが、ここではこの問題に深入りすることを避け、実物経済のみに視野を

限定したい。その理由は、1995 年以降の国際金融部門に於ける大きな変化が、macro 経済 system の stock・flow
構造がもたらす固有の変動性を見えにくくしている、当にその期間に、図2(a)の生産のgraphに見られる経済停滞

を抱えているのであり、system環境の変化に付随する短期的な不具合と、実物経済がもつ構造的・長期的な変動

性とを分離して見極めるためには、先ず以て、変化を受け入れる側の system構造が解明されていなければならな

いと考えるからである。 
                              各年価格で評価されている経済変量を実物の 
                             変動に変換し直すために、1970～2007年の各年 
                             の変量を、すべて2000年の固定価格で評価して、 
                             物価の変動による見かけ上の差違を取り除くと、 
                             図2(b)が得られる。以下ではこれを実物経済の 
                             指標として取り扱うが、もちろん、そこには集 
                             計上の問題が残る。 
                              各年の物価水準を基準年を1とする物価指数 
                             で表すには、市場basketの価格変化を推定すれ 
                             ば足りるが、消費と投資ではbasketの中身が異 
                             なっている。したがって消費、投資各々を固定 
                             価格で表示するためのdeflatorも各々異なった 
     図2(b) GDP 民間消費 設備投資 1970～2007 固定価格   系列となるはずである。 
 準拠すべきOECD 統計には 2000 年を基準年とする固定価格で評価し直した data も提供されているが、各集計

量のdeflatorが異なるために、実物の総供給量である総生産と、実物の総需要を構成する民間消費+政府支出+設備

投資+住宅投資+輸出-輸入+在庫純増との間の有意的な一致は望むことができない（各年価格の場合は統計上の不突

合部分を除いて一致していることが確かめられる）。 
 ここでの目的は、これから建てる実物経済のモデルを現実の統計dataによって検証することであるから、これ

では具合が悪いので、deflatorを調整してこの問題を迂回することにした。元の統計による固定価格の消費および

投資とdeflator調整後の消費および投資を同じ座標軸の上に描くと図3(a)のようになる。また総供給と総需要との
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差を不突合としたときの、調整前後のgraphは図3(b)のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図3(a) deflator 調整済み vs.元data 消費および投資       図3(b) deflator 調整済み vs.元data 不突合 

 基準deflator =1を2000年（data系列の後の方）にとっているので、早い時期の乖離が大きくなっているが、図

3(b)に見られるとおり、不突合はほとんど零に近く、調整済み系列を実物経済を現すものとして採用することで、

ひとまず、満足しておくこととする。ここでの目的は、日本経済の統計data1970～2007年を用意した上で、日本

経済のmacro modelを作成することである。指数論に拘ることは、ひとまず先延ばしにして、次の stepへと進み

たいと思うからである。 
２．２ prototype作成 
 modelingの最初の stepは先ず原型を「何らかの理由で意味あると考えられる」形に拵えることである。ここに

言う「意味」は何であっても良いが、本来は意思決定者のmental modelと両立し得るという意味を採用すべきこ

とは言うまでもない。macro の意思決定者は集計的な国民ないし仮想的な君主であって、いずれも全知全能の神

ではない。したがってそのmental modelは誤りを含むものである。model定式者たる system dynamistはこの意味

の意思決定者との架空の対話を通して model の形式を整える。ここでは prototype として以下のものを採用する。

これは筆者が、過去30年間、学生、businessman、社会人大学院生を対象にSDの講義をする際、初回の冒頭にい

きなり呈示してきたものであり、非専門家への伝達性が高いと体験的に判断されるmodelである。 
                               資本とは、投資の流入によって蓄積される 
                              stockであるが、資本を構成する生産設備は物 
                              であるから個々に寿命を持ち、全体としての 
                              平均的な耐用年数を経て、更新投資によって 
                              置き換えられてゆく。置き換えられた老朽設 
                              備は除却され、資本 stockから流出する。これ 
                              ら流入・流出を stockに対して flowと言う。 
                              投資は新規投資と更新投資から成る。前者は、 
                              資本の水準を変更すべく計画されたものが遅 

                              れを経て新規投資として実現した結果であり、 
                              後者は、老朽設備が直ちに更新投資として置 

                              き換えられた結果である。 
 新規投資は、必要資本と現有資本とのgapを調整期間に於いて埋めるべく、資本の水準を変更することを企図し

て計画される。必要資本は生産に対する需要を過不足無く満たし得る水準に設定されるが、将来需要が現在の水

準を上回ると予想される場合に、その分を追加需要として付け加える。需要１単位を満たす生産のために必要な

資本 stockの水準を資本係数という。 
 需要は消費需要と投資需要およびその他の需要からなる。消費需要は生産が分配されて所得となりこれに基づい

て発生するもので、生産に消費性向を乗じた大きさに設定される。投資需要は新規投資と更新投資の双方を生産に

よって賄うために発生する。資本と生産の比率は資本係数の値に固定されているものとしよう。その他の需要には、

政府支出、住宅投資、在庫品増加、輸出 minus 輸入が含まれるが、これらは追加需要とともに、すべて体系外で

決められるという意味で外生変数として、所与のものとする。 
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 prototypeを flow diagramで表すと図4のようになる： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  図4 prototype の flow diagram 
 
 外生変数とparameterおよび stockの初期値を下の 
ように与えて実行すると図5(a)の結果が得られる。 
                         

                         
                         
                         
                         
                         
                         
                         
                                図5(a) 資本係数=1.00 

 

 parameterのひとつ資本係数を1.85に置き替えると 

図5(b)が得られる。 

 (a)では曲線が3本しかないように見えるが、偶  々
資本係数=1で資本と生産が重なっているだけであっ 
て、深い意味はない。 
 test runの結果は、これをprototypeとするmacro model 
が各種parameterの値いかんによってしかるべき反応を 
示すことを確認させるものである。反応性は、これを現 
実の経済の変動と対応させたとき、違和感なく解釈でき 
るかどうかがprototypeとしての資格にかかわるので、す       図5(b) 資本係数=1.85 

べてのparameterに対して感度分析を試みることが必要である。 

 資本を z、投資をx、除却を y、DTをdtとおいて level方程式を書き直すと次のようになる： 
          L  z.K=z.J+dt×(x.JK-y.JK) 
さらに.Kを(t)と書き、.Jを(t-dt)と書き、.JKを([t-dt,t])と書くことにすると、次のように書き換えられる： 
          z(t)-z(t-dt)=dt×{x([t-dt,t])-y([t-dt,t])} 
両辺をdtで割ってdt→0と極限をとってやると、微分方程式：dz/dt=x-y が得られる。この書き換え法をすべて
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の式に適用して整理すると、prototypeは次のような唯1本の微分方程式に帰着することが確かめられる： 
             {T1T2D2+(T2-v)D+(1-c-v/T0)}z=vg 
ここで D は微分演算子 d/dt、c は消費性向、v は資本係数、T0は耐用年数、T1は遅れ、T2は調整期間、g は外生変

数のその他である。ただしここでは追加需要を零としている。 
 上式の左辺の 2 次式の判別式をとってやれば、資本の変動 z(t)を成長と振動に分岐させる parameter 空間の領域

を確定することができる。また定常水準は次の式で与えられることが解る： 
             資本=資本係数×その他/(1-消費性向-資本係数/耐用年数) 
この値を資本の初期値として与えてやれば図5のgraphはすべて flatな直線になることも test runによって確かめ

ることができる。 
２．３ calibration 
 前項のprototypeを用いて、統計dataから未知parameter：耐用年数、遅れ、調整期間、資本係数、追加需要、消費性

向および資本初期値を導き出すことを試みよう。それは次の手順で進められる： 

1) 資本係数の推定                     表２． calibration sheet 
 ２．１で作成された固定価格の総生産 
dataから、設備投資と総生産の系列を各 

c々alibration用 sheetの領域：D4:D152 
とE4:E152に貼り付ける→仮の値とし 
て資本係数の初期値1.8をF2に書き入 
れる→資本の初期値をB2に=F2*E4と 
記入→B4に=B2と記入。これによりB4 
の資本の初期値が351.0738と定まった。 
 次に、耐用年数の仮の値10をC2に 
書き入れる→除却=B4/$C$2をC4に 
記入→資本=B4+$A$2*(D4-C4)をB5 
に記入→C4をC5に copy貼付→B5:C5 
を copyしB6:C152に貼付。これによ 
り未知変数資本の仮のdataが得られた。 
 次に資本係数=B4/E4をF4に記入→ 
F4を copyしF5:F152に貼付→F1に 
=average(F4:F152)と記入し、資本係 
数の平均値1.8277472を得る。この値は 
資本係数の初期値を変更すると別の値に 
変わるが、F1の値をF2に copy貼付す 
る作業を繰り返すと、数回の試行の後に 
F1とF2の値は同一値に収束する。 
 以上で得られた資本係数の値F4:F152 
をgraphにして観察すると比較的狭い範囲 
に収まっていることが判る。 
 もちろん、耐用年数を別の値に変更すれ        図6 (a) 資本係数の推計値  (単位：年) 

ば、以上とは異なる資本係数の系列が推定される。一般に耐用年数を短くすると資本係数の収束水準は低下する。

他の観察結果から資本設備が除却されるに到るまでの平均遅れの長さが得られれば、それによって資本係数の系

列は一通りに定まると諒解されることで、この段階では十分であるとしておこう。後の simulation の段階で、耐

用年数に対する system変動全体の感度を見ることになるので、表2の sheetをSHEET1として保存する。 
2) 追加需要の推定 
 以下prototypeに登場する変数の各々について cellに記入→copy→貼付を行う： 
新規投資G4=D4-C4→遅れH2=0.5（仮の値）→未実現投資H4=G4*$H$2→計画I4=(H5-H4)/$A$2+G4→調整

期間 J2=1（仮の値）→必要資本 J4=I4*$J$2+B4→計画需要 K4=J4/F4 とする。次に G4:K4 を copy して

G5:K152 に貼付する。ただし計画の値は I152=(H153-H152)/$A$2+G152 だから、H153 の値は存在せず

I152:K152は定義されない。また計画需要とは(需要+追加需要)を意味している。さらに、民間消費とその他需
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要の data を L4:L152と M4:M152に貼付→需要 N4=D4+L4+M4→追加需要 O4=K4-N4とする。N4:O4を copy
しN5:O151に貼付。かくして追加需要が推定された。 

 以上で問題はないのだが、prototypeでは需要=消費+投資+その他となっており、時間添え字を正しく書くと 
需要.K=消費.K+投資.JK+その他.Kとなり、N5の式は=D5+L5+M5ではなく=D4+L5+M5としなければならない。

D3は 1969年第4四半期の投資で data がないのでN5をN6:N151に copy貼付してN4はそのままにしておくこ

ととする。この点は消費性向も同様であり、消費.K=消費性向×生産.JKであることにより、P4=L4/E4はそのま

まにしてP5=L5/E4をP6:P151に copy貼付して用いるものとする。 
 calibration で最初に行ったのは表 1の統計 data からそこに欠けている資本 stock の data を作成することである。

そのために通常の table 関数を用いて DT=0.25 で設備投資の data を内挿補間した系列を作った。作成された設備

投資にDTをかけて積分をとることにより蓄積される資本 stockの推計値としたのである。これから耐用年数によ

る除却分を差し引いたものがB列の資本の変動である。これにより統計 data と整合的な資本 stock の時系列が得

られている。 
２．４ modelの提示  
 前節で推定した外生変数、parameter、初期値をすべて用い、prototype にしたがって、日本経済の macro model
を書き下すと以下のようになる： 
 
 
 
 
 
 
 
 
                               図6 (b) 生産の予測値 （単位：兆円/年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         
 ここで table関数TABXLというのはExcelのwork        図6 (c) 生産の実績値 （単位：兆円/年） 
sheet 上の cell を参照する DYNAMO 関数である4。補助変数に対しては、例えば 15 行目の「A 追加需

要.K=TABXL(SHEET1!O4)」は、TIMEの初期値からDT毎にSHEET1!O4から列方向に cell を 1 つずつ辿って

追加需要に cellの値を与えて行く。定数および初期値に対しては、例えば「C 調整期間=TABXL(SHEET1!J2) 」、
「N 資本=TABXL(SHEET1!B4) 」などは、1回の実行に1度だけ、引用された cellの値を定数および初期値に

与える。SHEET1は前項の calibrationに用いたwork sheetであり、外生変数の系列およびparameterと初期値の値

を、統計dataとprototype modelを利用して推定した表計算dataが保存されている。 
 plot文の指定にしたがって、SD modelの実行結果の生産とwork sheet上の生産実績とをgraphにして観察すると、

当たり前のことであるが、図６(b),(c)に掲げたように両者は一致している。ここでの生産実績はDT=0.25で描かれ

ているが、これはDYNAMOPⅢの通常の table関数を用いて表1の総生産dataを内挿補間した値を含んでいる。 
 以上の calibrationで行ったのは図7に示される一連の作業である。calibrationと表示されているprocessではdata
構造に従い、data yと4つのparameter pをinputとして、simulationに引き渡す4つの外生変数xを計算する。simulation

                                                  
4 DYNAMOPⅢとして公開されているVBA programに本稿の筆者が加筆することによって追加した新しい機能である。それは他の

work sheetのcellを指定することによって任意のdataを実行時に外生変数の値として参照する。 
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のprocessでは、xとpを inputとして予測Yを計算する。この calibration & simulationに用いられる計算用のmodel
が上に掲げた“日本経済マクロモデル”である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           図7 modeling 作業図  calibration-simulation-process 
 SD modelingにおいては、以下の二点が重要である： 
 (1) 同一のmodelを calibrationにも simulationにも用いること 
 (2) dataと予測との残差： ε=|Y-y| を最小にするようにxを定めること 
 calibrationのwork sheetに展開されている推定手続きの表計算はε=0とするための工夫である。これに依る限り、

y と Y は有意的に等しい。このとき、外生変数 x の変動の graph は各々図 8(a)～(b)のようになっている。この 2
つの変数の変動は、この SD model によって初めて計算される指標であり、(a)は長期に亘る資本係数の安定的な

傾向を、(b)は 1970 年代、80 年代、90 年代、00 年代の日本経済の波乱含みの history を、顕著に表すものと言え

よう。この2図のみで日本経済論を展開することもできる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図8(a)  （単位：年）                 図8(b)  （単位：兆円/年） 
 外生変数 x には以上の資本係数と追加需要の他に消費性向とその他需要がある。これらは parameter p の想定に

全く影響されないので、純粋に外生的・客観的な指標であり、単に simulation へと受け渡されるに過ぎない。SD
モデルからは独立なこの 2 つの変数も、しかし、日本経済について何事かを語るものではあろう。図 8(c)～(d)を
見ると、長期に亘って消費性向がほぼ一定から微増の傾向にあること、逆境をものともせずに増大してきたその

他の需要も1997年以降に到って一服感が出ていること、等々を読み取ることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        図8(c) （単位：無し）                  図8(d)  （単位：兆円/年） 
 parameter の推定 error に対する外生変数 x の感度を見ておこう。p のいかなる値に対しても ε=0 であるから、
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simulationの予測値Y はparameterの取り方に影響されない。逆に言えば、そうなるように外生変数xが自動的に

調節されるということである。したがって x の系列は parameter の値に 100%依存する。但し消費性向とその他の

需要はparameterの影響を受けないから、感受性を持つのは資本係数と追加需要のみである。 
 感度分析の結果からは、長期的な資本の変動は初期値の取り方には依存しないことが分かる。資本係数の変動

も追加需要の変動も然りである。また、遅れと調整期間の取り方は資本係数に影響を与えないが、耐用年数と資本

係数の間には線型関係があり、それに応じて資本係数の初期値も調節しなければならない。ここでは、資本係数の

平均値が初期値と一致するように調整した。 
 追加需要の振幅は耐用年数が短くなるほど大きくなり、遅れが短くなるほど小さくなること、追加需要はまた調

整期間の増加関数であること、等々が以上の観察から読み取られる。しかし、これらは全て ε=0 という条件の下

での x の感度であることに注意しなければならない。すなわち Y の変動性に与える各 parameter の影響は以上の

分析だけでは明らかにならない。そのためには、LENGTH を更に延長した内挿区間を超える simulation が必要と

なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図９ (a)  （単位：兆円/年）                   図９ (b)  （単位：年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図９ (c)  （単位：兆円/年）                   図９ (d)  （単位：年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図９ (e)  （単位：兆円/年）                  図９ (f)  （単位：兆円/年） 
２．５ simulation 
 ここに提出したmodel の最大の利点は、DYNAMOPⅢ5の sheet  Dyna1と calibration 用の sheet  SHEET1が、

                                                  
5 DYNAMOPⅢは小林[23]で公開されているVBAのprogramで、DYNAMO方程式系を表計算modelに変換するものである。 
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いずれもExcelの sheetとして linkしている点にある。parameter pのいかなる変更も、外生変数xと simulation結
果 Y とを同時に更新するから、interactive に試行を繰り返す simulation 実験に適合的である。この merit を利用し

て、例えば次のような simulation結果を得ることができる： 
 2008年以降について、不確定要因は資本係数と追加需要および消費性向とその他の4変数である。これらの変化

は指数遅れにしたがって任意の定常常態を達成するものと想定しよう。定常水準と平滑化定数の値を動かして、

想定における error が将来の変動性に与える影響を評価することが目的である。parameter：耐用年数、遅れ、調整

期間の値は重要な政策変数であるから、これらをどの水準に誘導すれば望ましい未来が実現するかを検討するこ

とがもう一つの目的となる。これらは次の手順で実行される。 
1) SHEET1の cell F153に=F152+$A$2*(E$153-F152)/E$154と記入する。F列は資本係数に対応している

ので、この式は level方程式：資本係数.K=資本係数.J+DT*(目標値-資本係数.J)/平滑化定数を意味している。 
2) F153をM153とO153に copyして貼り付ける。 
3) E153、L153、N153 に資本係数、その他、追加需要の目標値を、E154、L154、N154 に各々の平滑化定数

を記入する。P152には消費性向の目標値を記入し、P153に=P152と記入する。 
4) F153、M153、O153、P153を copy して各々F154:F404、M154:M404、O154:O404、P154:P404に貼

り付ける。これで2070年までの外生変数の想定が得られる。 
5) Dyna1のSPECをDT=.25/LENGTH=60/PRTPER=1/PLTPER=1と書き直して実行する。 
 ここでは図示の都合上LENGTH=60としているが、 
2070年までの想定を用意しているからLENGTH=100 
まで延長することが可能である。 
 これは外生変数が図10(b)(c)のような定常への指数 
平滑的収束を示した場合の資本、投資、消費、生産の 
変動が、2008年以降2030年までどのようになるかの 
予測を与えている。それらは、外生変数のguideに導 
かれて、それらと同様に各々の定常水準へと収束する 
のではなく、system内の feedback構造による固有の 
変動性を示すことが観察されるのである。 
 図10(a)からは2015～2020年に大きな危機を迎えそ       図10(a)  （単位：資本；兆円 資本以外；兆円/年） 
うであることが読み取られるが、これをparameterの値に対する政策的な働きかけによって回避することが、政策

研究の課題となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    図10(b)  （単位：資本係数；年 消費性向;；無）            図10(c)  （単位：兆円/年） 
 図７のmodeling作業図によれば、simulation結果Y(t)は、実績値 y(t)とparameter pとによって作成された外生変

数x(t)を所与として ε=|Y(t)-y(t)|=0となるように日本経済macro modelにしたがって計算されたものであり、同

じ parameter p と外生変数の想定X(t)を所与として、同じmodel を用いて得られる t＞2007 における予測値Y(t)は
対応する実績値 y(t)を持たない。それ故に y(t)の代わりに Y(t)を用い、同じ calibration 手続きにしたがって作成さ

れるx(t)を計算したとき、それが果たしてX(t)と一致するかどうか気になるところではあろう。しかしそれは基本

case の simulation によっても容易に確かめられることではあるが、この両者が常に一致するということを容易に

示すことができる。このことは、単純に、calibration f:y(t)→x(t)に対して simulation h:X(t)→Y(t)が逆変換になって

いるので、合成変換 f∘h:X(t)→x(t)は恒等変換になると言っているに過ぎない。ただし、その結果である生産実績

と生産との内挿区間における一致と同時に生じている需要と生産の一致が、外挿区間においても維持されること

を意味するものではない。 
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 本稿の日本経済macro modelでは、需要 = 供給という均衡条件は一切前提されていない。需要が予想され、そ

れに応じた投資行動を引き起こした結果が、調整と遅れを経て資本の水準を変え、生産物の供給となって実現し、

供給自らが作り出した所得の増加（減少）によって需要が変動する。斯様な feedbackを前提としているのであっ

て、systemとして需給の均衡が達成されるのは当に動学的帰結にほかならない。統計dataが存在する期間（内挿

区間）では、現実のdataが均衡を前提として作られているために、それと fitした simulation結果を導き出す日本

経済macro modelにおいても需要 = 生産が成立していたが、将来期間（外挿区間）に延長された simulationでは、

当然のことながら、需給の一般的不均衡が前提となっている 
 図 10(a)の simulation 結果によって 2015～2020 年に予想される system 変動は、追加需要=0 の下での需給の不均

衡を表しているのであって、時間の経過とともに不均衡が拡大する場合の危機の予想は、systemの致命的な欠陥

を補修する上で重要である。不均衡の拡大するparameter空間の領域を確定することは政策研究に課せられた使命

であり、改善されたmacro modelが有力な手懸かりを与える。 
 
３．macro経済modelの展開 
３．１ SD modelの意義 
 本稿の目的は、日本経済のmacro modelを、formalもmentalも込めて、SD方法論の見地から改訂するという課

題と取り組む議論のための出発点として、ひとつの system dynamics modelを示すことであった。以上により、こ

の目的はある程度達成されたものと思われる。ところで、ここで提示されたひとつのmodelとはいったい何を指

すのであろうか。 
 前節では先ず国民経済統計を用いて生産、消費、投資に table関数と縦軸のdataを与え、図2～3を出力させた。

DYNAMO方程式で記述されているとは言え、これはSD modelとは言えない。3つの変数が遅れを含む循環的な

因果連環によって関係付けられている訳ではないからである。すなわち、この最初のmodelは closedでない。次

に図4の flow diagramで表されるprototypeを示した。これは少なくとも一環の feedback loop：需要→必要資本―(遅

れ)→計画―(遅れ)→投資→資本→生産→需要を持つので SD model であると言える。ただし、追加需要とその他

という二つの補助変数に式が与えられていないから、この model は closed ではない。それを close しているのは

「追加需要=0」、「その他=100」という simulation上の想定である。 
 prototypeを改訂して得られた日本経済macro modelも、前の二変数に加えて資本係数と消費性向について開いて

おり、closed ではないと言わなくてはならない。この model を閉るものは calibration の手続きである。calibration
は日本経済macro modelを用いた simulationの逆変換であるから、一体となってひとつの closedな system dynamics 
model を構成する。すなわち、本稿において提示されたmodel とは図7のmodeling 作業図によって表される一連

のprocessであると言うことができる。 
 このmodel（図7のmodeling作業図によって表される一連のprocess）であるからこそ、その主要なoutputであ

る「図8(a) 資本係数の変動（1970～2007）」と「図8 (b) 追加需要の変動（1970～2007）」および「図10(a) 資本

の変動（1970～2030）」が、予測としての意味をもつのである。この予測は、次のような、少なくとも二つの

implicationを持つ： ① 1970～2007年の資本係数と追加需要の変動のgraphによって、この時期の日本経済の歴

史を記述し、その変動の理由を説明することができる。 ② 2009～2030年の資本の変動予測に基づいて、将来

の危機に対処する政策代替案を提示することができる。 
 述上の①は歴史研究に貢献し、②は政策研究に貢献する。 
３．２ 方法論の問題 再び 
 system dynamicsとは何かということは、実は、それほど明確には解っていない。世の中を systemとして捉えて

その動態を研究することだと言えば、社会科学の全領域を覆うことになるので、何も言っていないのと等しい。

因果 loop を明らかにし、DYNAMO 方程式系に表現し、simulation 実験を行い、結果を解釈し、得られた知見を

披瀝する、と言うのでは、狭きに失するであろう。実践的 system dynamistにとっての定義は、おそらく、意思決

定者のmental modelを simulation可能な formal modelに変換し、意思決定者の面前で実験観察を実施することを通

して、意思決定者自らがmental modelを改訂するよう支援するための、consultation技術の集合、ということにな

るであろう。 
 日本経済macro modelのように集計的変量間の関係によって systemが成り立っている場合は、生身の人格とし

ての意思決定者（clientといっても良い）は居ない。厚生経済学では仮想の君主benevolent despotを措定して、彼

のmental modelである社会的効用関数を推量する。または構成member（国民）全員による集合的選好関係を導く

集計的選択規則を社会的厚生関数と呼んで、手続きの合理性の問題に還元する。いずれの場合も、定式化すべき
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mental modelは憶測する以外に方法はない。本当のことを言えば、企業を clientとする場合のように、生身の経営

者の存在がそこに在る場合であっても、意思決定者のmental modelが定式者に開示されることは、通常、望み得

ない。その意味では、micro modelでも啓蒙的専制君主を仮想する伝統的な経済学の方法で仮想のmental modelを
出発点に据えるのと大差はないことになる。 
 日本経済をmacroで見て（集計的変量間の関係によって成り立つsystemとして）SD modelを建てる場合のmental 
modelは、したがって、憶測によって仮想されたもの以外にはないが、意思決定者が仮想君主であれ国民全体で

あれ、そのmental modelは19・20世紀を通じて洗練されてきた経済学の理論であると看做すべきであろう。だ

とするなら、日本経済の system dynamicsの出発点は、正しく本稿で提示したmacro modelになる。経済学の理

論は、政府を動かし国民経済計算のための統計を整備し、数理科学的modelを開発し国民を教育してきた。それ

全体として、仮想の意思決定者のmental modelを形成しているものと考えられる。本稿では、この二つを違和感

なくつなげる工夫を施し、ひとつの system dynamics modelを提示した。図7の calibration-simulation-processがそ

れである。その準拠すべき枠組みとしての日本経済macro modelが、SD研究のための出発点になるものと考え

ている。 
 
４．結論にかえて 
 20 世紀末ないし 21 世紀初頭に世界が抱えた経済的な困難は危機の時代と呼ぶに相応しいものである。この危

機の時代に実践的なSD研究者の立場からなし得る最大の貢献は、危機の時代を、多重 loop構造として記述され

る system の動学的帰結として理解することを支援し、危機を乗り切る政策研究に裨益するよう、人々の mental
な経済modelを改訂することである。19・20世紀の経済理論が作り上げた国民共有のmental modelを、経済統計

（国民経済計算統計）と数理経済学model（乗数加速度方程式）によって代表させ、この両者を連環させてwork
するひとつのSD model（calibration-simulation-process）を提示した。 
 このmodelから導き出されるoutputとしての資本係数と追加需要の予測は、1970～2007年という危機の時代の

日本経済の変動を物語るものであり、もうひとつのoutputとしての資本変動の予測は、2008～2030年の更なる危

機の時代に対処すべき政策研究の基礎となるものである。これらの simulation 結果を歴史研究と政策研究に役立

てることは直截的利用法として決して間違いではない。しかし、正しくは、それらの研究からmental modelの改

訂に向かう志向が生まれ、共有され、現実の経済を担う普通の人々のmental modelの改訂が齎されて、危機を到

来させずに済むような改善された systemへの移行を招来することが本筋である。 
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